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１．研究課題 

（和文）イギリスにおける EU 市民の自由移動と第三国国民の受入れに関する調査 

（英文）Study on the Free Movement of the EU Citizens and the Acceptance of the Third 
Country Nationals in the UK 

 
２．研究期間 

2019・2020・2021 年度 ※2021 年度は新型コロナウイルス感染症特例対応により 1 年間延長 
 
 
３．研究の概要（背景・目的・研究計画・内容および成果 和文 600 字程度、英文 50word 程度） 
（和文）イギリスは、2020 年 1 月 31 日に EU から離脱し、同年 12 月 31 日に 1 年間の移行期間 ga 
終了した。本研究では、イギリスを EU 離脱に導いた要因の 1 つであった EU 市民のイギリスへの

移住について、離脱により生じる変化を、EU・イギリス間の 2 つの条約、すなわち、2018 年 11 月

締結の離脱協定および 2020 年 12 月締結の貿易協力協定の規定、ならびにイギリスの国内制度の改

正を中心に考察した。離脱後の EU27 カ国の市民は、貿易協力協定が定める範囲での人の自由移動

が保障されるが、それは、商用目的のための入国および一時的滞在に過ぎない。しかしながら、離

脱協定では、移行期間終了時点でイギリスに居住していた EU 市民は、一定の手続きを経れば同期

間終了後もそれ以前と同様の権利を保持できることが規定された。2022 年 1 月現在 560 万人以上の

EU27 カ国の市民がイギリスの EU Settlement Scheme（EUSS）の手続きを経て定住またはその前

段階の地位を得ている。他方で、イギリス国内法では、移行期間終了と同時に、技能労働者の受入

れのためのポイント制度が改正され、これまでよりも緩やかな要件での技能労働者の受入れが可能

となった。しかし、これまで EU 市民が行っていた労働は低技能労働が多く、要件が緩和されても

ポイントをみたすことができないものが多い見通しである。イギリスでは、今後の非熟練分野労働

の担い手として、EUSS による定住の地位を得た EU 市民の活用や、新たな 2 国間協定の締結の必

要性などが議論されている。研究成果を「Brexit 後のイギリスの移民受入れ」民主主義科学者協会

法律部会・国際法分科会 2021 年度春季研究会（2022 年 3 月 27 日オンライン）で発表した。 
（英文）Union citizens of the 27 EU countries after Brexit are guaranteed free movement to the 
extent stipulated by the Trade and Cooperation Agreement in 2020, but they are only entry and 
temporary stays for business purposes. However, the Withdrawal Agreement in 2018 allows 
Union Citizens residing in the UK at the end of the transition period to retain the same rights as 
before the end of that period. Under the UK law, at the end of the transition period, the point 
system for accepting skilled workers was revised, allowing the acceptance of skilled workers 
with more relaxed requirements than before. However, newcomer EU Citizens would not be able 
to get enough points even under new system if they also do low-skilled jobs. Currently several 
options including using bilateral agreements with EU27 states are discussed in the UK to meet 
the labor shortage in unskilled sector in the future. 
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